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研究成果の概要（和文）：本研究は、政府において行政が政策に影響を及ぼすリソースとしての人的資源に焦点を当て
、人事のマネジメントが行政に与える影響について分析する。研究の第一は、旧内務省系省庁において国家I種試験で
採用された職員の昇進管理に焦点を当てたものである。毎年発行される名簿である内政関係者名簿を基礎的な資料とし
、これをデータベース化することで分析可能な研究資料を作成した。第二に、職員にヒアリングを行うことで、実際の
リソースの変化がどのように影響あったかについての研究を推進した。第三に、実際の行政にどのような影響があった
かを、クリエイティブ産業を中心として検討を行った。

研究成果の概要（英文）：This study is an attempt to analyze personnel management and career pass for 
Bureaucracy of Japanese government in in the post World War II. First purpose is the act of analyze 
promotion management for fast-stream staffs(Carrer-gumi) in Japanese government. Second Purpose is the 
act of analyze effect of the promotion management to policy making.Third purpose is the act of analyze 
effect of Japanese promotion systems to Public Administration, especially Creative industries .

研究分野： 行政学・クリエイティブ産業論

キーワード： 官僚制　行政学　政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 社会集団としての官僚についての研究は、
単年度や複数年度の調査に基づいたものが
あり、官僚を構成する個人としてはオーラル
ヒストリーやライフヒストリーに関して研
究されている。しかし、毎年の官僚人事デー
タを網羅的な形でデータベース化したもの
は存在せず、そのためこれらの研究成果の対
象は限定的なものに留まっている。特に官僚
全体の昇進スピードの加減速は、「~といわれ
ている。」というレベルでしか説明されてい
ない。本研究は、かつて存在した内務省を源
流とする特定の省庁に限られるもものの、官
僚の毎年の人事データを利用したデータベ
ースを構築することで定量的なデータを確
保し、これに対してオーラルヒストリーによ
る定性的な情報を追加することで補完し、官
僚のキャリアパスに関する分析を公開する
と同時にデータベースそのものを学会共有
の財産とすることが目的である。 
 本研究に関連する国内・国外の研究動向及
び位置づけとしては、官僚、特に高級官僚と
称される国家公務員第 I 種試験に合格し中央
官庁に採用された公務員に対する研究は数
多く行われている。官僚については狭義の定
義から広義の定義まであるが、以下では国家
公務員 I 種試験及びその前身となる試験制度
において採用された事務系の公務員を対象
とする。 
 官僚を社会集団と捉えた研究としては、村
松岐夫・久米郁男編「日本政治変動の 30 年
政治家・官僚・団体調査に見る構造変容」
(2006 年、東洋経済新報社)が、網羅的かつ体
系的な面接調査を通じて彼らの職業意識を
解明するものとして代表的である。特に真渕
勝は同書において、官僚の役割意識において
その役割意識が理想主義的ないわゆる「国士
型」から萎縮し、現実主義的な「調整型」さ
らには合理主義的な「吏員型」へと移行して
いることを明らかにしている。また、人事シ
ステムについては稲継裕昭「日本の官僚人事
システム」(1996 年、東洋経済新報社)、給与
体系についても同氏の「公務員給与序説給与
体系の歴史的変遷」(2005 年、有斐閣)などが
挙げられる。 
 一方、官僚を個人と捉えて研究対象とした
研究としては、御厨貴が後藤田正晴「情と理
―後藤田正晴回顧録」(1998 年、講談社)など
の一連の著作によって彼らのオーラルヒス
トリーを明らかにしているほか、中道實「日
本官僚制の連続と変化」(2007 年、ナカニシ
ヤ出版)も戦後日本の官僚制における上級官
僚集団について、オーラルヒストリーなどの
手法を用い、役割認知・行動を分析すること
を通してその機能やキャリアパスを明らか
にしている。 
 上記に見られるように、官僚を対象にした
研究は、面接調査やアンケート調査を用いた
ある年度時点での網羅的な研究と、官僚また
はその経験を持つ個人に対して歴史的に深

く掘り下げる研究の 2 種類が考えられるが、
前者については時間や費用の問題からその
研究成果は多くない。特にキャリアパスに対
する研究は、これまでに行われてきた社会集
団としての官僚の研究では経年での比較が
ほとんど行われていない一方で、官僚を個人
として捉えて研究対象とした研究ではケス
としての個人のキャリアパスをサンプルと
した研究は行われているものの、網羅的では
ない。これは、官僚の人事に関する情報が分
散しており網羅的なデータベースが存在し
ないことから研究対象とすることが難しい
ことが挙げられる。 
 これまでの研究成果と着想に至った経緯
としては、申請者は、上記の現状から官僚の
キャリアパスに関して、いくつかの省庁の官
僚を対象とした名簿をデータベース化し、補
完的な調査を行い、その結果を分析すること
でこれまでの他の研究では欠けている部分
の一部を補完することができると考えてい
る。その視点から、申請者は 2008 年度日本
政治学会研究大会『政治学のフロンティア II
「キャリア官僚における「部内均衡」と呼ば
れる人事慣行に関する一考察」』と題した発
表 を 行 い 、 2012 年 に は 学 術 雑 誌 
International Journal of Business 
Research(Vol.12-No.1) において、“HUMAN 
RESOURCE MANAGEMENT FOR 
HIGH-RANKING OFFICIALS IN 
CENTRAL GOVERNMENT –  CASE 
STUDY OF THE JAPANESE 
GOVERNMENT-”と題した論文として公表
した。これはいわゆる旧内務省系官庁である
警察庁・警察庁・厚生省・労働省・自治省お
よびその後継官庁の官僚の氏名及び所属を、
財団法人地方財務協会が発行した内政関係
者名簿と名づけられた名簿を利用して 1975
年、1985 年及び 2001 年度の 3 年度分を把握
し、分析を行った。これらを比較することで、
各省庁の本省課長級への在籍者の入省年次
の分布に関係性はないものの、昇進速度は他
省庁と均衡を保っていることを明らかにし
た。しかしこの成果はサンプルが少ないこと
から、これらを追証可能性の高い成果に発展
させるためにはより多くの年度のデータを
集めることが必要であると考えている。この
他、より細部の分析として、経済産業省と総
務省のコンテンツ関連課の人的リソースの
配分に関する研究として、学術雑誌「コンテ
ンツ文化史研究」第 6 号において「共管競合
する政策領域における行政組織の行動に関
する一考察―コンテンツ産業への資源配分
を事例として―」と題した論文を公表した。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、政治学の分野において、制度論
の立場から官僚制について考察する。そのた
めに下記３点について研究を推進する。 
 第一に、旧内務省系官庁の幹部候補生であ
る国家公務員 I 種試験で合格し事務系の職員



として採用された者が、どのようなキャリア
パスを辿る傾向にあるのかを、彼らの名簿で
ある内政関係者名簿を用いて分析するため
の研究データの整理を行うことである。 
 第二にキャリアパスを決定する立場にあ
るキーパーソンからオーラルヒストリー等
の形で整理し、定量的な分析結果に対し定性
的な情報による説明を行うことである。 
 第三に、これらを元に、人事や組織の改編
が行政の政策への介入にどのような影響を
与えるかについて研究を行うことである。   
 
(1)研究の学術的背景 
 (2)研究期間内に何をどこまで明らかにしよ
うとするのか 
 本研究は研究期間内に後述するデータベ
ースを構築し、旧内務省系省庁のキャリアパ
スについてデータベースを構築した上で定
量的なデータを分析する。その上で定量的な
データのみでは欠けている情報について、当
時の担当者等へのヒアリング等によって、そ
の特徴を解明するものである。このように、
「官僚を構成する個人を属性としたキャリ
アパスの網羅的なデータベース」の制作によ
る研究の基礎の構築を提案する。また、定量
的な分析結果に対する考察のためにインタ
ビューを用いるものである。分析対象となる
情報としては、前述の内政関係者名簿が昭和
47 年から平成 19 年まで発行されており、こ
れは氏名及び所属先が記載されている。これ
をデータベース化し、さらに氏名を一覧番号
に変換する。これは個人情報に対する配慮の
ための措置である。このように、これまでの
官僚研究において存在しなかったデータベ
ースの構築が本研究の最大の特色と独創的
な点である。 
 
(3)当該分野における本研究の学術的な特
色・独創的な点及び予想される結果と意義 
 予想される研究成果として、これまで官僚
制の研究において明確にされてこなかった
キャリアパスに関する年次比較による統計
的データが明らかになるである。これらが公
開されることで、他の研究者もこのデータベ
ースを共通の財産として利用することが可
能になり、これは高い意義を有する。 
 
３．研究の方法 
 本研究の研究計画・方法の概要は以下の通
りである。まず、内政関係者名簿に記載のあ
る氏名及び所属のデータベース化を行い、個
人情報保護に配慮した処理を行った上でデ
ータベースとしての公開のための準備を行
う。同時にインタビュー対象者を選定・実施
し、これを資料化するとともに学術論文等と
して公表する。 
 
(1)研究目的を達成するための研究計画・方
法について 
 

研究目的の第一である研究データの整理に
ついては、財団法人地方財務協会が発行する
内政関係者名簿及び関連資料の全容を明ら
かにするため、その整理及びデータベース化
の準備を実施する。具体的には、紙媒体であ
る内政関係者名簿をデジタル化し、その情報
を整理し、公開できるデータベースとするた
めの準備を行う。そしてデータベースを作成
し、特に個人情報に配慮した処理を行い、学
術研究に供することの可能な形にする。 
また、研究目的の第二であるヒアリングにつ
いては、ヒアリング可能な担当者やその関係
者に打診し、その許諾を得る。 
そして研究目的の第三については研究代表
者による成果効果のための研究を推進する。 
 
(2)研究を遂行する上での具体的な工夫につ
いて 
本研究の遂行に当たっては、申請者の 2008
年度日本政治学会研究大会における発表『政
治学のフロンティア II「キャリア官僚におけ
る「部内均衡」と呼ばれる人事慣行に関する
一 考 察 」』、 2012 年 に は 学 術 雑 誌
International Journal of Business 
Research(Vol.12-No.1)にお いて公表した
“ HUMAN RESOURCE MANAGEMENT FOR 
HIGH-RANKING OFFICIALS IN CENTRAL 
GOVERNMENT –CASE STUDY OF THE JAPANESE 
GOVERNMENT-”と題した論文、学術雑誌「コ
ンテンツ文化史研究」第 6号において「共管
競合する政策領域における行政組織の行動
に関する一考察―コンテンツ産業への資源
配分を事例として―」と題した論文、及び東
京大学先端科学技術研究センター御厨貴研
究室で開催された「オーラルヒストリー春の
学校」での経験など、これまでの研究の知見
及び経験が大いに活用できる。 
内政関係者名簿の研究資料としての活用に
ついては前者の研究の際に実践しており、名
簿記載者の一覧等は既に整理されている。 
 
(3)本研究の官僚制研究への貢献 
内政関係者名簿は行政学、とりわけ官僚のキ
ャリアパスに関する研究のための資料とし
ては重要な資料として位置づけられており、
稲継(2007)においても指摘されている。同資
料は発行より現在までの全てを所有する図
書館等はなく、経年的に分析することは難し
い。しかし研究代表者はこれまで同資料の収
集を続けており、ほぼ全ての年度において収
集を完了している。 
しかし、これらの学術研究のための利用には
2 つの問題がある。一つはその全てが紙媒体
であることから、分析のための利用が用意で
はない点である。同資料は高等文官試験時代
からの連綿と続く名簿であり、各年度ごとに
発行される情報も極めて多いが、一方で情報
の掲載順序も同一ではなく、これらを利用出
来る形に整理することが必要である。もう一
つは同資料には個人の住所等が掲載されて



いる場合も多いことから、個人情報保護のた
め同名簿を一般的に供覧に付すことは難し
いという点である。そのため、各大学・図書
館等に点在する同資料は、閲覧については学
術研究のための利用に限り、多くの図書館で
は閲覧に供しているものの、全国に分散して
おり研究上の利用は極めて困難になってい
る。 
現在は、これらの情報整理や個人情報保護に
ついて、それぞれの研究者がそれぞれの工夫
のもとに重複作業をしている可能性が高い
が、本研究はこれらを解決し、戦後日本の官
僚制に関する学術研究全体に貢献すること
を目的として、氏名と官職名及び発行年等に
限り、資料のデータベース化を行う。 
 
＜引用文献＞ 
稲継裕昭「官僚・自治体の経験的分析」レヴ
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村松岐夫・久米郁男編「日本政治変動の 30
年政治家・官僚・団体調査に見る構造変容」
(2006 年、東洋経済新報社) 
稲継裕昭「日本の官僚人事システム」(1996
年、東洋経済新報社) 
稲継裕昭「公務員給与序説給与体系の歴史的
変遷」(2005 年、有斐閣) 
後藤田正晴「情と理―後藤田正晴回顧録」
(1998 年、講談社)などの一連の著作によって
彼らのオーラルヒストリーを明らかにして
いるほか、中道實「日本官僚制の連続と変化」
(2007 年、ナカニシヤ出版) 
 
４．研究成果 
 本研究は、政治学の分野において、制度論
の立場から官僚制について考察した。中央官
庁における官僚の行動・実態について、(1)
行政機関における人事の変遷(2)官僚の行動
が公共政策に与える影響、の 2点の視点から
以下の研究を行った。また、 当初研究で想
定していた行政官へのインタビューによる
オーラルヒストリーの作成は、同意を得るこ
とが難しく、これらの研究の範囲において適
宜アドバイス等を得ることによって反映さ
せることとした。 
なお、各年度の成果は以下の通り。 
 平成 25 年度は財団法人地方財務協会が発
行する内政関係者名簿および関連資料の全
容を明らかにするため、その整理およびデー
タベース化ならびに行政官等のインタビュ
ー実施準備を実施した。本年度の研究成果と
して、東京工業大学に博士論文として提出し
た「日本型クリエイティブ産業の研究：日本
型コンテンツ・ファッション産業の比較によ
るユーザ主導型消費と産業構造の分析」が挙
げられる。同論文は、日本型クリエイティブ
産業全体のシステムを明らかにすることで、
日本型クリエイティブ産業の新興のために
必要な制度について考察した。このうちクリ
エイティブ産業への行政への支援について、
担当省庁の人事慣行がもたらす影響に関し

て本研究の成果が反映された。 
 平成 26 年度は中央官庁における官僚の行
動・実態について、(1)行政機関における人
事の変遷(2)官僚の行動が公共政策に与える
影響、の 3点の視点から以下の研究を行うと
ともに、官僚制とりわけ中央官庁の人事関連
資料の探索とデータベース化の検討を行っ
た。本年度は特に官僚の行動が公共政策に与
える影響に焦点を当て、クリエイティブ産業
政策ないしこれらを活用するクール・ジャパ
ン政策を中心として研究を行った。 
 この研究の結果、クリエイティブ産業政策
また関連する商業集積に関する政策分野に
ついては人的リソースが十分であるとはい
いがたい状況にあるが、これらの行政の影響
について、これらの分野は日本での研究状況
が十分ではないことを明らかにし、官僚制の
視点からもさらに幅広く研究する必要があ
ることが判明するとともに、本研究に関する
整理を行うことができた。その他、同政策分
野以外の領域として、戦後日本の警察制度の
成立過程に関する資料などが得られ、人事制
度と相照らして研究する必要が明らかとな
った。本研究に関連する成果のごく一部は、
『衣服の百科事典』(丸善出版,「ファッショ
ン産業活性化に向けた新たな試み」,「衣服
に関係する産業の現状」「ファッション産業
のグローバル化」の 3 項目)ならびに「戦後
復興からの渋谷地域の商業集積の背景と実
態に関する考察」(社会・経済システム第 34
号)という表題で公表した。 
 平成 27 年度は第一に、官僚制とりわけ中
央官庁の人事の基礎的情報の整理のため、関
連資料の探索と中核となる研究資料の整理
を実施した。特に旧内務省系の事務系キャリ
ア官僚に関する資料である内政関係者名簿
の所蔵分のデータベース化を実施し、完了し
た。これらを個人情報保護に配慮した措置を
講じた上で個人別に時系列に整理し、その官
職の移動が明らかになるように整理を行っ
た。 
 第二に、先行して研究を推進している、特
に官僚の行動が公共政策に与える影響につ
いては、クリエイティブ産業政策ないしこれ
らを活用するクール・ジャパン政策を中心と
して引き続き研究を推進するとともに、その
成果の一部を公表した。本研究に関連する成
果として、『クリエイティブ産業論―ファッ
ション・コンテンツ産業の日本型モデル』(慈
学社出版)、『衣服の百科事典』(丸善出版,「フ
ァッション産業活性化に向けた新たな試み」,
「衣服に関係する産業の現状」「ファッショ
ン産業のグローバル化」の 3 項目)などの図
書、学術論文・学会発表を通じて成果を公開
した。 
 本研究の今度の展開として、以下が考えら
れる。第一に、デジタル化し整理された内政
関係者名簿は入手が可能であったものであ
り、数年度分が入手できなかった。今後の研
究ではこれらを補完し完全なものとし、これ



らのデータを公開することで、政治学・行政
学一般に有用な資料として提供すること、ま
た産業政策等関連分野での活用に資するよ
うにすることである。また、個人情報保護の
観点から、速やかなデータベースの公開は難
しく、これらは研究機関終了後、検討を経て
公開可能な形を探ることで、広く社会に貢献
するための方策を引き続き検討する。 
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